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この補助金は、市民活動団体が、自ら企画し実施する公益的な事業に要する

経費の一部を市が補助することにより、市民活動の活性化及び市民の創意によ

る地域の実情に即した公共的なサービスの充実を図り、もって市民と市との協

働のまちづくりを推進することを目的とするものです。 

 

 

 

 

 

市民公益活動の範囲を表した図 

  

１ 制度の目的 
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① 補助金は事業費補助とし、団体運営費への補助は行いません。 

② 補助額は、単年度１０万円を限度とします。 

 

 

 

応募できる団体は以下の条件を満たす団体とします。 

① 公益的な活動を行っていること又は行おうとしていること 

② 主に市内に活動拠点を置いていること又は置こうとしていること 

  

ただし、次のいずれかに該当する団体は対象となりません 

① 暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律に規定する暴

力団をいう。）またはその構成員（暴力団の構成団体の構成員を含む。）若

しくは、暴力団の構成員でなくなった日から５年を経過しない者が統制し

ている団体 

② 宗教活動や政治活動を目的とする団体 

 

 

 

以下の条件を満たす事業とします。 

① 市民福祉の向上や地域社会の発展等の公益に寄与するもの 

② 営利目的でないもの 

③ 宗教活動、政治活動を目的としないもの 

④ 実施計画、事業効果、収支計画が明確であるもの 

 

    

２ 申請の手続 

（１） 補助金の種類 

（２） 補助金の対象団体 

（３） 補助金の対象となる事業 
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補助金の対象となる経費は下記のとおりです。 

 

補助事業に要する費用のうち補助対象となる経費 

科目 主な内容 注意事項 

報償費 講師や協力者への謝礼等  

交通費 
事業に伴う事務連絡等に要した交通費

（宿泊を伴うものは除く） 
 

消耗品費 文具、用紙などの消耗してしまうもの  

印刷製本費 
チラシ・ポスター・プログラムの印

刷・コピー、写真の焼付け等 
 

光熱水費 
仮設の電源などで事業の実施に必要な

もの 
 

図書購入費 １０，０００円未満の書籍  

通信運搬費 郵便料、電話料等 
活動に要したこと

がわかる明細必要 

保険料 行事保険料、ボランティア保険料等  

委託料 看板作成料、会場設営料等  

使用料 
施設使用料等（会議等における公民館

等の使用料等） 

事務所の施設使用

料は対象外 

賃借料 
機器借上料、自動車借上料、駐車場借

上料等 
 

その他これら

に類する経費 
市長が必要と認めるもの  

 備考 事業の実施に必要な経費を対象とします。 

団体の運営に必要な経費は対象外です。 

    人件費、食糧費、備品購入費は対象外です。 

 

 

（４） 補助対象経費 
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応募する場合は、下記書類を市に提出してください。なお、提出いただいた申

請書類は返却せず、個人情報を除いて情報公開の対象となります。 

① 公募型補助金事業企画書（様式第１号） 

② 公募型補助金資金計画書（様式第２号） 

③ 公募型補助金応募団体概要書（様式第３号） 

④ 団体の定款、寄附行為、規約その他これらに準じる書類（法人にあって

は登記事項証明書） 

⑤ 団体の構成員名簿 

⑥ 応募する年度の前年度の事業報告書及び収支決算書 

⑦ 応募する年度に係る事業計画書及び収支予算書 

⑧ その他、市長が必要と認める書類 

 

 

 

  提出方法及び提出先は以下のとおりです。 

  

提出方法  必要書類を直接窓口に提出（平日９時～１７時） 

提 出 先  北本市市民経済部くらし安全課市民協働担当 

         ＴＥＬ ０４８－５９４－５５７１（直通） 

 

 

 

 

  

提出書類の様式はくらし安全課窓口で配布のほか、市ホームページか

らもダウンロードできます。 

（５） 提出書類 

（６） 提出先 
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審査項目 

・応募団体が自ら企画し、実施する事業か（自主性） 

・地域の実情に即した公共的なサービスの充実が図られるか（公益性） 

・補助金を交付することにより、市民活動の活性化が図られるか（事業効果） 

・実施スケジュール、事業の実施手法に問題はないか。（実現可能性） 

・予算の見積りが妥当か（予算見積り） 

・応募団体に応募事業を遂行できる能力があるか（実施能力） 

・その他必要事項 

 

 

 

 

 

 

くらし安全課で提出された書類の確認を行い、企画書に基づく事業内容を所

管する担当課と協議の上、北本市協働推進等庁内委員会において審査します。 

審査の際には、提案者から事業内容で説明していただきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

審査の結果については、「公募型補助金審査結果通知書」により応募団体に通知

します。 

 

 

 

補助金を交付することとなった事業は、団体名、代表者、事業概要、補助金

額を市ホームページなどで公表します。 

 

 

 

 

 

 

 

３ 審査 

（１） 審査 

（２） 採択の可否の通知 

（３） 補助対象事業の公表 
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北本市公募型補助金交付要綱  

平成２１年１０月１日市長決裁 

（目的） 

第１条 この要綱は、市民活動団体（以下「団体」という。）が、自ら企画し、実施する公益的

な事業に要する経費の一部を市が補助することにより、市民活動の活性化及び市民の創意に

よる地域の実情に即した公共的なサービスの充実を図り、もって市民と市との協働のまちづ

くりを推進することを目的とする。 

２ 前項の補助金の交付に関しては、北本市補助金等の交付に関する規則（昭和６３年規則第

１９号。以下「規則」という。）に定めるもののほか、この要綱に定めるところによる。 

（補助対象団体） 

第２条 補助金の交付の対象となる団体は、次に掲げる要件の全てを満たす団体とする。 

 ⑴ 公益的活動を行っていること又は行おうとしていること。 

 ⑵ 主に市内に活動の拠点を置いていること又は置こうとしていること。 

２ 前項の規定にかかわらず、次に掲げる団体に該当するものは、補助金の交付の対象としな

い。 

 ⑴ 宗教活動又は政治活動を目的とする団体 

 ⑵ 暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２

条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。） 

 ⑶ 暴力団又はその構成員（暴力団の構成団体の構成員を含む。以下同じ。）若しくは暴力団

の構成員でなくなった日から５年を経過しない者の統制の下にある団体 

（補助対象事業） 

第３条 補助金の交付の対象となる事業（以下「補助対象事業」という。）は、次に掲げる要件

の全てを満たす事業とする。 

 ⑴ 市民福祉の向上、地域社会の発展等の公益に寄与するものであること。 

 ⑵ 営利を目的とするものでないこと。 

 ⑶ 宗教活動又は政治活動を目的とするものでないこと。 

 ⑷ 当該事業の実施計画及び収支計画が明確であること。 

（補助対象経費） 

第４条 補助金の交付の対象となる経費（以下「補助対象経費」という。）は、別表のとおりと

する。 

（補助金の額） 

第５条 補助金の額は、補助対象経費の範囲内で、市長が別に定める。 

２ 前項の補助金の額は、１０万円を限度とする。 

（補助対象事業の公募） 

第６条 市長は、補助対象事業を公募するものとする。 

２ 市長は、前項の募集に関する事項について募集要項を定め、これを公表するものとする。 

資料 
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（応募の方法）  

第７条 補助対象事業の公募に応募しようとする団体は、公募型補助金事業企画書（様式第１

号）に、次に掲げる書類を添えて、市長に提出しなければならない。  

 ⑴ 公募型補助金資金計画書（様式第２号） 

 ⑵ 公募型補助金応募団体概要書（様式第３号） 

 ⑶ 団体の定款、寄附行為、規約その他これらに準じる書類（法人にあっては、登記事項証明

書） 

 ⑷ 団体の構成員名簿 

 ⑸ 応募する日の属する事業年度における団体の収支予算書及び当該事業年度の前年度にお

ける収支決算書 

 ⑹ 前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類 

（決定及び通知） 

第８条 市長は、前条の規定による応募があったときは、その内容を審査の上、当該事業の採択

の可否を決定し、その結果を公募型補助金審査結果通知書（様式第４号）により応募団体に通

知するものとする。 

 （補助金の交付申請） 

第９条 採択された補助対象事業の応募団体（以下「補助対象団体」という。）は、規則の定め

るところに基づき、補助金の交付申請を行わなければならない。 

（補助対象事業の公表） 

第１０条 市長は、補助金交付の決定をした場合には、補助対象団体の名称、代表者の氏名、補

助対象事業の内容及び補助金交付決定額を市の広報紙及びホームページその他適切な方法に

より公表するものとする。 

（実績報告） 

第１１条 補助対象団体は、補助対象事業が完了したとき又は補助金の交付に係る年度が終了

したときは、次に掲げる書類を提出しなければならない。 

 ⑴ 公募型補助金実績報告書（様式第５号） 

 ⑵ 公募型補助金収支決算書（様式第６号） 

（委任） 

第１２条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。 

附 則 

この要綱は、平成２２年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成２５年４月１８日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成２８年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成３１年４月１日から施行する。 

〔別表・様式略〕 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

公募型補助金についてのご質問・ご相談は 

 

北本市 市民経済部 くらし安全課 市民協働担当 

〒３６４－８６３３ 

埼玉県北本市本町１丁目１１１番地 

TEL ０４８－５９４－５５７１（直通） 

FAX ０４８－５９２－５９９７ 


